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議案第１３２号 

   令和３年度富山市一般会計補正予算（第１号） 

 令和３年度富山市の一般会計補正予算（第１号）は、次に定めると 

ころによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１９１，７１７千円 

を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１７２，８９４，

５６３千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに 

補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」に 

よる。 

令和３年４月３０日提出 

 

               富山市長  藤 井 裕 久 
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第１表　歳入歳出予算補正
歳　入 (単位　千円）

款 項 補正前の額 補正額 計

15 国庫支出金 24,116,468 191,717 24,308,185

 2 国庫補助金 5,645,745 191,717 5,837,462

172,702,846 191,717 172,894,563歳　　　　入　　　　合　　　　計

- 2 -



歳　出 (単位　千円）

款 項 補正前の額 補正額 計

 3 民生費 63,030,719 191,717 63,222,436

 2 児童福祉費 29,201,749 191,717 29,393,466

172,702,846 191,717 172,894,563歳　　　　出　　　　合　　　　計
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1 歳　入
款15 国庫支出金   項 2 国庫補助金 （単位　千円）

目 補正前 補正額 計 説　明
の額 区分 金額

 2        1        1
民生費補助,168,004  191,717 ,359,721  2児童福祉費 191,717  1新型コロナウイルス感染症セーフテ  191,717
金   補助金   ィネット強化交付金

       5        5
計 ,645,745  191,717 ,837,462

      24       24
合計 ,116,468  191,717 ,308,185

歳入歳出予算事項別明細書

節
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2 歳　出
款 3 民生費   項 2 児童福祉費 （単位　千円）

目 補正前 補正額 計 説　明

の額 特定財源 一般財源 区分 金額

 3        2        2 国

母子福祉費 ,659,158  191,717 ,850,875  191,717  3職員手当等      315  1子育て世帯生活支  191,717

  援特別給付金支給

  事業費

10需用費      501

11役務費      706

12委託料    2,695

18負担金補助  187,500

  及び交付金

      29       29 国

計 ,201,749  191,717 ,393,466  191,717

      63       63 国

合計 ,030,719  191,717 ,222,436  191,717

補正額の財源内訳 節
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一　　般　　職 （会計年度任用職員以外の職員）

　（１）総　　括

給　　　　　与　　　　　費

区   分 職 員 数
報　酬 給　料 職員手当 計

共済費 合　計 備     考

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

(55)

3,076

(55)

3,076

※（      ）内は、短時間勤務職員数で外数

区　分
超過勤務
手　　当

（千円）

補正後 879,138

補正前 878,823

比　較 315

　（２）職員手当の増減額の明細

増減額 説     明 備     考

（千円） 　 （千円） （千円）

315 子育て世帯生活支援特別給付金支給事業費の増分 315 超過勤務手当 315

315

8,065,464 19,294,620

3,599,09719,294,305

給　　与　　費　　明　　細　　書

3,599,097 22,893,717

職員手当
の 内 訳

比    較

補 正 前

補 正 後 11,229,156

区　分

職員手当

22,893,402

増減事由別内訳

11,229,156 8,065,149

315 315
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議案第１３３号 

財産取得の件 

富山市消防局物品として、次のとおり財産を取得するため、地方自 

治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第８号の規定により、

市議会の議決を求める。 

令和３年４月３０日提出 

 

               富山市長  藤 井 裕 久 

 

               記 

 

１ 取得する財産 化学消防ポンプ自動車 １台 

２ 取 得 価 格 ６８，４２０，０００円 

３ 契約の相手方 富山市牛島新町４番１０号 

         株式会社モリタ富山営業所 

         所長 伊藤 晶広 

- 7 -



 

 

議案第１３４号 

富山市固定資産評価員の選任に関し同意を求める件 

富山市固定資産評価員に次の者を選任したいので、地方税法（昭和 

２５年法律第２２６号）第４０４条第２項の規定により、市議会の同 

意を求める。 

 令和３年４月３０日提出 

 

               富山市長  藤 井 裕 久     

 

               記 

 

富山市財務部資産税課長  小 川 徹 雄  昭和45年12月12日生
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報告第 ８ 号 

   専決処分について承認を求める件 

 次の事項を地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１ 

項の規定により専決処分したので、同条第３項の規定により報告し、 

その承認を求める。 

  令和３年４月３０日提出 

 

               富山市長  藤 井 裕 久     

 

               記 

 

１ 富山市市税条例等の一部を改正する条例制定の件 
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専決第 １ ９ 号 

   富山市市税条例等の一部を改正する条例制定の件 

 富山市市税条例等の一部を改正する条例を次のように定める。 

  令和３年３月３１日専決 

 

              富山市長  森   雅  志 

 

   富山市市税条例等の一部を改正する条例 

 （富山市市税条例の一部改正） 

第１条 富山市市税条例（平成１７年富山市条例第１０３号）の一部

を次のように改正する。 

第２９条の２第４項中「所得税法第１９８条第２項に規定する納

税地の所轄税務署長の承認を受けている」を「令第４８条の９の７

の２において準用する令第８条の２の２に規定する要件を満たす」

に改め、「次条第４項」の次に「及び第５７条第３項」を加える。 

第２９条の３第４項中「所得税法第２０３条の６第６項に規定す

る納税地の所轄税務署長の承認を受けている」を「令第４８条の９

の７の３において準用する令第８条の２の２に規定する要件を満た

す」に改める。 

  第５６条第１項第１号中「次条第２項及び」の次に「第３項並び

に」を加える。 

  第５７条に次の２項を加える。 

３ 第１項の退職手当等の支払を受ける者は、退職所得申告書の提

出の際に経由すべき退職手当等の支払をする者が令第４８条の１

８において準用する令第８条の２の２に規定する要件を満たす場

合には、施行規則で定めるところにより、当該退職所得申告書の

提出に代えて、当該退職手当等の支払をする者に対し、当該退職

所得申告書に記載すべき事項を電磁的方法により提供することが

できる。 

４ 前項の規定の適用がある場合における第２項の規定の適用につ
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いては、同項中「退職所得申告書が」とあるのは「退職所得申告

書に記載すべき事項を」と、「支払をする者に受理されたとき」

とあるのは「支払をする者が提供を受けたとき」と、「受理され

た時」とあるのは「提供を受けた時」とする。 

  第９１条の５第１号及び第２号中「同条第４項」の次に「又は第

５項」を加える。 

  附則第２０条第３項中「附則第１５条第３０項第１号イ」を「附

則第１５条第２７項第１号イ」に改め、同条第４項中「附則第１５

条第３０項第１号ロ」を「附則第１５条第２７項第１号ロ」に改め、

同条第５項中「附則第１５条第３０項第１号ハ」を「附則第１５条

第２７項第１号ハ」に改め、同条第６項中「附則第１５条第３０項

第１号ニ」を「附則第１５条第２７項第１号ニ」に改め、同条第７

項中「附則第１５条第３０項第２号イ」を「附則第１５条第２７項

第２号イ」に改め、同条第８項中「附則第１５条第３０項第２号ロ 

」を「附則第１５条第２７項第２号ロ」に改め、同条第９項中「附

則第１５条第３０項第２号ハ」を「附則第１５条第２７項第２号ハ 

」に改め、同条第１０項中「附則第１５条第３０項第３号イ」を「

附則第１５条第２７項第３号イ」に改め、同条第１１項中「附則第

１５条第３０項第３号ロ」を「附則第１５条第２７項第３号ロ」に

改め、同条第１２項中「附則第１５条第３０項第３号ハ」を「附則

第１５条第２７項第３号ハ」に改め、同条第１３項中「附則第１５

条第３４項」を「附則第１５条第３０項」に改め、同条第１４項中

「附則第１５条第３８項」を「附則第１５条第３４項」に改め、同

条中第１５項を削り、第１６項を第１５項とし、第１７項を第１６

項とする。 

  附則第２２条の見出し中「平成３０年度から令和２年度まで」を

「令和３年度から令和５年度まで」に改める。 

  附則第２３条の見出し中「平成３１年度又は令和２年度」を「令

和４年度又は令和５年度」に改め、同条第１項中「平成３１年度分

又は令和２年度分」を「令和４年度分又は令和５年度分」に改め、
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同条第２項中「平成３１年度適用土地又は平成３１年度類似適用土

地」を「令和４年度適用土地又は令和４年度類似適用土地」に、「

令和２年度分」を「令和５年度分」に改める。 

  附則第２４条の前の見出し中「平成３０年度から令和２年度まで 

」を「令和３年度から令和５年度まで」に改め、同条第１項中「平

成３０年度から令和２年度まで」を「令和３年度から令和５年度ま

で」に改め、「加算した額」の次に 「（ 令和３年度分の固定資産税

にあっては、前年度分の固定資産税の課税標準額 ）」 を加え、同条

第２項及び第３項中「平成３０年度から令和２年度までの各年度分 

」を「令和４年度分及び令和５年度分」に改め、同条第４項及び第

５項中「平成３０年度から令和２年度まで」を「令和３年度から令

和５年度まで」に改める。 

  附則第２６条中 「（ 平成３０年法律第３号。以下「平成３０年改

正法」という 。） 附則第２２条第１項」を 「（ 令和３年法律第７号。

以下「令和３年改正法」という 。） 附則第１４条第１項」に、「平

成３０年度から令和２年度まで」を「令和３年度から令和５年度ま

で」に改める。 

  附則第２７条の見出し中「平成３０年度から令和２年度まで」を

「令和３年度から令和５年度まで」に改め、同条中「平成３０年度

から令和２年度まで」を「令和３年度から令和５年度まで」に改め、

「定める率を乗じて得た額」の次に「。以下この条において同じ。 

」を、「負担調整率を乗じて得た額」の次に 「（ 令和３年度分の固

定資産税にあっては、前年度分の固定資産税の課税標準額 ）」 を加

える。 

  附則第３２条第１項中「平成３０年度から令和２年度まで」を「

令和３年度から令和５年度まで」に改め、同条第２項中「令和３年

３月３１日」を「令和６年３月３１日」に改める。 

  附則第３２条の２中「同条第４項」の次に「又は第５項」を加え、

「令和３年３月３１日」を「令和３年１２月３１日」に改める。 

  附則第３２条の２の２第２項中「同条第２項」の次に「又は第３
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項」を、「同条第４項」の次に「又は第５項」を加える。 

  附則第３３条の２第１項中「第５項」を「第８項」に改め、同条

第２項中「、当該軽自動車が平成３１年４月１日から令和２年３月

３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和２年度分

の軽自動車税の種別割に限り」を削り、同条第３項中「この項及び

次項」を「この条」に改め、「、当該ガソリン軽自動車が平成３１

年４月１日から令和２年３月３１日までの間に初回車両番号指定を

受けた場合には令和２年度分の軽自動車税の種別割に限り」を削り、

同条第４項中「、当該ガソリン軽自動車が平成３１年４月１日から

令和２年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には

令和２年度分の軽自動車税の種別割に限り」を削り、同条に次の３

項を加える。 

６ 法附則第３０条第２項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の軽

自動車（自家用の乗用のものを除く 。） に対する第９４条の規定

の適用については、当該軽自動車が令和３年４月１日から令和４

年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和

４年度分の軽自動車税の種別割に限り、当該軽自動車が令和４年

４月１日から令和５年３月３１日までの間に初回車両番号指定を

受けた場合には令和５年度分の軽自動車税の種別割に限り、第２

項の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、

それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

７ 法附則第３０条第７項の規定の適用を受ける３輪以上のガソリ

ン軽自動車（営業用の乗用のものに限る 。） に対する第９４条の

規定の適用については、当該ガソリン軽自動車が令和３年４月１

日から令和４年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた

場合には令和４年度分の軽自動車税の種別割に限り、当該ガソリ

ン軽自動車が令和４年４月１日から令和５年３月３１日までの間

に初回車両番号指定を受けた場合には令和５年度分の軽自動車税

の種別割に限り、第３項の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の

中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 
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８ 法附則第３０条第８項の規定の適用を受ける３輪以上のガソリ

ン軽自動車（前項の規定の適用を受けるものを除き、営業用の乗

用のものに限る 。） に対する第９４条の規定の適用については、

当該ガソリン軽自動車が令和３年４月１日から令和４年３月３１

日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和４年度分の

軽自動車税の種別割に限り、当該ガソリン軽自動車が令和４年４

月１日から令和５年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受

けた場合には令和５年度分の軽自動車税の種別割に限り、第４項

の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、そ

れぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

  附則第３４条第１項中「第５項」を「第８項」に改める。 

  附則第４４条の見出し中「平成３０年度から令和２年度まで」を

「令和３年度から令和５年度まで」に改め、同条第１項中「平成３

０年度から令和２年度まで」を「令和３年度から令和５年度まで」

に改め、「加算した額」の次に 「（ 令和３年度分の都市計画税にあ

っては、前年度分の都市計画税の課税標準額 ）」 を加え、同条第２

項及び第３項中「平成３０年度から令和２年度までの各年度分」を

「令和４年度分及び令和５年度分」に改め、同条第４項及び第５項

中「平成３０年度から令和２年度まで」を「令和３年度から令和５

年度まで」に改め、同条第６項中「平成３０年改正法附則第２２条

第１項」を「令和３年改正法附則第１４条第１項」に、「平成３０

年度から令和２年度まで」を「令和３年度から令和５年度まで」に

改める。 

  附則第４５条の見出し中「平成３０年度から令和２年度まで」を

「令和３年度から令和５年度まで」に改め、同条中「平成３０年度

から令和２年度まで」を「令和３年度から令和５年度まで」に改め、

「定める率を乗じて得た額」の次に「。以下この条において同じ。 

」を、「負担調整率を乗じて得た額」の次に 「（ 令和３年度分の都

市計画税にあっては、前年度分の都市計画税の課税標準額 ）」 を加

える。 
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  附則第４７条の見出し中「平成３０年度から令和２年度まで」を

「令和３年度から令和５年度まで」に改める。 

  附則第４８条中「第１３項、第１８項、第１９項、第２１項、第

３７項、第３８項、第４４項若しくは第４８項」を「第１０項、第

１５項、第１６項、第１８項、第３３項、第３４項、第３９項若し

くは第４３項」に改める。 

  附則第５４条に次の１項を加える。 

２ 所得割の納税義務者が前年分の所得税につき新型コロナウイル

ス感染症特例法第６条の２第１項の規定の適用を受けた場合にお

ける附則第１６条の２の２第１項の規定の適用については、同項

中「令和１５年度」とあるのは「令和１７年度」と、「令和３年 

」とあるのは「令和４年」とする。 

 （富山市市税条例等の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 富山市市税条例等の一部を改正する条例（令和２年富山市条

例第３６号）の一部を次のように改正する。 

  第２条のうち、富山市市税条例第４５条第１０項の改正規定中「

第３２１条の８第５２項」を「第３２１条の８第６０項」に、「同 

条第５２項」を「同条第６０項」に改め、同条第１６項の改正規定 

中「第３２１条の８第６１項」を「第３２１条の８第６９項」に改 

める。 

  第２条のうち、富山市市税条例第４６条第４項の改正規定中 「「

又は第３１項」に」の次に「、「第４８条の１５の５第５項」を「

第４８条の１５の４第４項」に」を加える。 

  第２条のうち、富山市市税条例第４８条の改正規定中「第４８条

第４項」を「第４８条第３項中「第４８条の１５の５第４項」を「

第４８条の１５の４第４項」に改め、同条第４項」に改める。 

  第２条のうち、富山市市税条例附則第１０条第２項及び第１１条

の改正規定中「及び第１１条」を削り、同改正規定の次に次のよう

に加える。 

附則第１１条第１項中「及び第４項」及び「又は法人税法第８
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１条の２４第１項の規定により延長された法第３２１条の８第４

項に規定する申告書の提出期限」を削り、同条第２項中「又は法

第３２１条の８第４項に規定する連結法人税額の課税標準の算定

期間」を削る。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

（市民税に関する経過措置） 

第２条 第１条の規定による改正後の富山市市税条例（以下「新条例 

」という 。） 第２９条の２第４項の規定は、この条例の施行の日（

以下この条及び附則第４条において「施行日」という 。） 以後に行

う同項に規定する電磁的方法による同項に規定する申告書に記載す

べき事項の提供について適用し、施行日前に行った第１条の規定に

よる改正前の富山市市税条例（次項において「旧条例」という 。）

第２９条の２第４項に規定する電磁的方法による同項に規定する申

告書に記載すべき事項の提供については、なお従前の例による。 

２ 新条例第２９条の３第４項の規定は、施行日以後に行う新条例第

２９条の２第４項に規定する電磁的方法による新条例第２９条の３

第４項に規定する申告書に記載すべき事項の提供について適用し、

施行日前に行った旧条例第２９条の２第４項に規定する電磁的方法

による旧条例第２９条の３第４項に規定する申告書に記載すべき事

項の提供については、なお従前の例による。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第３条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中固定資産税に

関する部分は、令和３年度以後の年度分の固定資産税について適用

し、令和２年度分までの固定資産税については、なお従前の例によ

る。 

２ 生産性向上特別措置法（平成３０年法律第２５号）の施行の日か

ら令和３年３月３１日までの期間（以下この項において「適用期間 

」という 。） 内に地方税法等の一部を改正する法律（令和３年法律
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第７号）第１条の規定による改正前の地方税法（昭和２５年法律第

２２６号）附則第１５条第４１項に規定する中小事業者等（以下こ

の項において「中小事業者等」という 。） が取得（同条第４１項に

規定する取得をいう。以下この項において同じ 。） をした同条第４

１項に規定する機械装置等（以下この項において「機械装置等」と

いう 。） （中小事業者等が、同条第４１項に規定するリース取引（

以下この項において「リース取引」という 。） に係る契約により機

械装置等を引き渡して使用させる事業を行う者が適用期間内に取得

をした同条第４１項に規定する先端設備等に該当する機械装置等を、

適用期間内にリース取引により引渡しを受けた場合における当該機

械装置等を含む 。） に対して課する固定資産税については、なお従

前の例による。 

（軽自動車税に関する経過措置） 

第４条 新条例の規定中軽自動車税の環境性能割に関する部分は、施

行日以後に取得された３輪以上の軽自動車に対して課すべき軽自動

車税の環境性能割について適用し、施行日前に取得された３輪以上

の軽自動車に対して課する軽自動車税の環境性能割については、な

お従前の例による。 

２ 新条例の規定中軽自動車税の種別割に関する部分は、令和３年度

以後の年度分の軽自動車税の種別割について適用し、令和２年度分

までの軽自動車税の種別割については、なお従前の例による。 

 （都市計画税に関する経過措置） 

第５条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中都市計画税に

関する部分は、令和３年度以後の年度分の都市計画税について適用

し、令和２年度分までの都市計画税については、なお従前の例によ

る。 
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報告第 ９ 号 

   専決処分について承認を求める件 

 次の事項を地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１ 

項の規定により専決処分したので、同条第３項の規定により報告し、 

その承認を求める。 

  令和３年４月３０日提出 

 

               富山市長  藤 井 裕 久     

 

               記 

 

１ 富山市高度利用地区における固定資産税の不均一課税に関する条 

例の一部を改正する条例制定の件 
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専決第 ２ ０ 号 

富山市高度利用地区における固定資産税の不均一課税に関する 

条例の一部を改正する条例制定の件 

富山市高度利用地区における固定資産税の不均一課税に関する条例 

の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和３年３月３１日専決 

 

              富山市長  森   雅  志 

 

富山市高度利用地区における固定資産税の不均一課税に関する 

条例の一部を改正する条例 

富山市高度利用地区における固定資産税の不均一課税に関する条例 

（平成２７年富山市条例第５９号）の一部を次のように改正する。 

 第２条中「平成３３年３月３１日」を「令和５年３月３１日」に 

改める。 

   附 則 

 この条例は、令和３年４月１日から施行する。 
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報告第 １ ０ 号 

   専決処分報告の件 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定に 

より、議会において指定されている次の事項について専決処分したの 

で、同条第２項の規定により報告する。 

  令和３年４月３０日提出 

 

               富山市長  藤 井 裕 久 

 

               記 

 

１ 損害賠償請求に係る和解の件 
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損害賠償請求に係る和解の件 

 

専決処 

分番号 
専決処分年月日 専決処分の内容 

１１ 令和 3年 3月25日 損害賠償額 

 金２１，５０４円 

和解及び損害賠償の相手方 

 富山市在住１名 

事由 

 道路管理上の車両破損事故 

 ・発生日 

   令和３年１月１９日 

 ・場所 

   富山市西二俣地内 

 

１２ 令和 3年 3月25日 損害賠償額 

 金３，７５０円 

和解及び損害賠償の相手方 

 中新川郡上市町在住１名 

事由 

 道路管理上の車両破損事故 

 ・発生日 

   令和３年１月２５日 

 ・場所 

   富山市五福地内 

 

１３ 令和 3年 3月25日 損害賠償額 

 金２１，５２７円 

和解及び損害賠償の相手方 

 富山市在住１名 

事由 

 道路管理上の車両破損事故 

 ・発生日 

   令和３年２月８日 

 ・場所 

   富山市中老田地内 
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専決処 

分番号 
専決処分年月日 専決処分の内容 

１４ 令和 3年 3月25日 損害賠償額 

 金９，８４５円 

和解及び損害賠償の相手方 

 中新川郡上市町在住１名 

事由 

 道路管理上の車両破損事故 

 ・発生日 

   令和３年２月８日 

 ・場所  

富山市中老田地内 

 

１５ 令和 3年 3月25日 損害賠償額 

 金５，２２５円 

和解及び損害賠償の相手方 

 富山市在住１名 

事由 

 道路管理上の車両破損事故 

 ・発生日 

   令和３年２月２０日 

 ・場所 

   富山市中老田地内 

 

１６ 令和 3年 3月25日 損害賠償額 

 金２６，０８４円 

和解及び損害賠償の相手方 

 高岡市在住１名 

事由 

 道路管理上の車両破損事故 

 ・発生日 

   令和３年２月２１日 

 ・場所 

   富山市中老田地内 
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専決処 

分番号 
専決処分年月日 専決処分の内容 

１７ 令和 3年 3月29日 損害賠償額 

 金２３３，００８円 

和解及び損害賠償の相手方 

 富山市在住１名 

事由 

 交通事故 

 ・発生日 

   令和３年１月１２日 

 ・場所  

富山市森二丁目地内 

 

１８ 令和 3年 3月29日 損害賠償額 

 金１２４，０９１円 

和解及び損害賠償の相手方 

 富山市在住１名 

事由 

 富山市民プールにおける施設管理上の車

両破損事故 

 ・発生日 

   令和３年１月１７日 

 ・場所 

   富山市荒川四丁目地内 

 

２１ 令和 3年 3月31日 損害賠償額 

 金５２８，８０３円 

和解及び損害賠償の相手方 

 富山市在住１名 

事由 

 交通事故 

 ・発生日 

   令和３年１月２日 

 ・場所  

富山市山田赤目谷地内 
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専決処 

分番号 
専決処分年月日 専決処分の内容 

２２ 令和 3年 3月31日 損害賠償額 

 金４６９，０３２円 

和解及び損害賠償の相手方 

 富山市在住１名 

事由 

 市道除雪作業における器物破損事故 

 ・発生日 

   令和３年１月１２日 

 ・場所 

   富山市婦中町上井沢地内 

 

２３ 令和 3年 3月31日 損害賠償額 

 金６，１７１円 

和解及び損害賠償の相手方 

 富山市所在１法人 

事由 

 道路管理上の車両破損事故 

 ・発生日 

   令和３年３月２日 

 ・場所  

富山市大野地内 

 

２４ 令和 3年 4月14日 損害賠償額 

 金１，６３９円 

和解及び損害賠償の相手方 

 富山市在住１名 

事由 

 道路管理上の車両破損事故 

 ・発生日 

   令和３年２月４日 

 ・場所  

富山市婦中町羽根地内 
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